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Ⅳ．これからの学習評価の考え方に立った
学校現場の実践
　平成22年、これからの学習評価について、目指すべ
き新たな方向が示された。学校現場で実践に携わる者
にとっては、これまでの経緯を踏まえつつこれからの
方向をしっかりとらえることが大切である。そのうえ
で、児童生徒の学習評価を工夫を加えながらより確か
なものにするとともに、授業の改善・充実に努めなけ
ればならない。その際、Ⅰ～Ⅲで述べられた心理学等
の知見に基づく学習評価の理論を踏まえることがより
効果を高めるものと考える。
１．学習指導要領と学習評価
　学習評価について、平成20年３月に告示された学習
指導要領総則では「児童（生徒）のよい点や進捗の状
況などを積極的に評価するとともに、指導の過程や成
果を評価し、指導の改善を行い学習意欲の向上に生か
すようにすること」としている（注１）。
　学習指導要領が改訂されるのに併行して指導要録の
改訂も行われ、平成22年５月「小学校・中学校・高等
学校及び特別支援学校等における児童生徒の学習評価
及び指導要録の改善について（通知）」が発せられてい
る。
　各学校においては、適切な教育課程を編成して目標
を達成するよう教育を行うことが学習指導要領総則の
冒頭に明記されている。また、児童生徒の学習状況等
の評価を行うことも、学校の基本的な責務である。
　したがって、教師は、児童生徒に教育活動を行うに
あたっては、学習指導要領や学習評価の在り方につい
ての趣旨や内容をしっかり踏まえておかなければなら
ない。特に、重要な点を下記に示す。
　①学習指導要領では「生きる力」の育成を基本理念
としているので「生きる力」がはぐくまれている
かどうかをとらえることが必要である。
　②学習指導要領に示す目標に照らしてその実現状況
を見る「目標に準拠した評価（いわゆる絶対評価）」
を一層重視する。
　③Ｐ→Ｄ→Ｃ→Ａのサイクルをもとに、指導と評価
の一体化を図る。
　④児童・生徒のよい点を認めて評価する。
　⑤児童・生徒に対する評価だけでなく、指導の在り
方そのものに対する評価を行う。
　ところで、学習評価については、今日に至るまでに
はさまざまな経緯・変遷があり、いろいろな書物にそ
の変遷はまとめられている。その中の一冊（注２）から上
の①②に関することをかいつまんで見ておこう。
　戦後間もない昭和23年度の指導要録では、評価の客
観性が重視され、「相対評価」が行われることになった。
　昭和46年の指導要録改訂で評定欄は「絶対評価を加
味した相対評価」とされた。
　昭和55年の改訂でも評定欄は「絶対評価を加味した
相対評価」であったが、「観点別学習状況」欄に絶対評
価が導入された。
　平成３年改訂から絶対評価の「観点別学習状況」欄
が基本とされたが、評定欄は相対評価であった。
　「生きる力」の育成を図る評価の考え方は、平成13
年度の指導要録からである。同年、「評定」欄も「相対
評価」から「絶対評価」に改められた。
　こうした経緯からもわかるように、「相対評価」から
「目標に準拠した評価（いわゆる絶対評価）」へと移り
変わり、併せて「観点別評価」が大きな位置を占める
ようになったことがわかる。
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２．学力の三要素と四観点の概略
　前項①で挙げたように「生きる力」の育成が、学習
指導要領の基本理念となっている。特に、学力に関し
ては、「自分で課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、主
体的に判断し、行動し、よりよく問題を解決する資質
や能力」が重要であるとしている。
　こうした「生きる力」の理念は、「基礎的・基本的な
知識・技能の習得を重視した上で、思考力・判断力・
表現力等をはぐくむこと」を目標としている。これを、
別の言い方では「我が国の子どもたちにとって課題と
なっている思考力・判断力・表現力等をはぐくむため
には、各教科において、基礎的・基本的な知識・技能
をしっかりと習得させるとともに観察・実験やレポー
トの作成、論述といった知識・技能を活用する学習活
動を行う必要がある」とも述べている（注３）。
　さらに、学力の三要素として、以下の３点を示して
いる（注４）。
　㋐基礎的・基本的な知識・技能の習得
　㋑知識・技能を活用して課題を解決するために必要
な思考力・判断力・表現力等
　㋒学習意欲
　学力をどう捉えるかについては重要な点であり、研
究者によって、さまざな学力モデルが示されている。
各学校に教育行政方針を示す県や市町村の教育委員会
の段階でも、国の方針に則って学力のとらえ方を示し
ている（注５）。
　前項①②で挙げたように、学習評価は、「生きる力」
がはぐくまれているかどうか、学習指導要領に示され
た目標・内容に照らしてその実現状況はどうか、いわ
ゆる「目標に準拠した評価」とされている。
　平成元年の学習指導要領の改訂に伴う指導要録の見
直しに際して、評価の観点について、基本的には「関
心・意欲・態度」「思考・判断」「技能・表現」「知識・
理解」で構成し、順序もこの通りとされた。その後、
平成12年12月の教育課程審議会『児童生徒の学習と教
育課程の実施状況の評価の在り方について（答申）』に
よると、前回の方針が基本的に踏襲され、評価を行う
のに当たって、「観点別学習状況の評価を各教科の基本
に据え、その観点は『関心・意欲・態度』『思考・判断』
『技能・表現』『知識・理解』の四観点を基本とする。」
としている。これに基づいて、翌年、指導要録の改訂
が行われたが、「評定」まで「目標に準拠した評価（絶
対評価）」にされただけに観点別評価のもつ意味は従来
以上に重みを増すことになった（注６）。
　さて、現在は、Ⅳの１で述べたように、改訂された
学習指導要領と指導要録にもとづいて指導と評価の一
体化を図っていくことになる。
　評価の観点は引き続き四観点ではあるが、「基礎的・
基本的な知識・技能の習得とこれらを活用する思考力・
判断力・表現力等をいわば車の両輪として相互に関連
させながら伸ばしていくとともに、学習意欲の向上を
図る」という改訂の趣旨を生かすとして以下の四観点
に整理がなされた。
　①「関心・意欲・態度」
　②「思考・判断・表現」
　③「技能」
　④「知識・理解」
　したがって、評価の四観点と上述した学力の三要素
との関係を、教科によって違いはあるもののおおむね
つぎのように整理できるとしている。
　◆観点④「知識・理解」と③「技能」が、学力㋐基
礎的・基本的な知識・技能の習得、
　◆観点②「思考・判断・表現」が、学力㋑知識・技
能を活用して課題を解決するために必要な思考
力・判断力・表現力等、
　◆観点①「関心・意欲・態度」が、学力㋒学習意欲、
　学習指導要領の改訂に伴って、冒頭に掲げた「小学
校・中学校・高等学校及び特別支援学校等における児
童生徒の学習評価及び指導要録の改善について（通
知）」に、学習評価における整理された四観点が示され
ている。学習指導を行うのも、学習評価を行うのも、
学校現場の教師一人一人であり、それは日々の教育活
動の中にあることを再確認したい。
３．学校現場では
　現場の教師は学習指導要領やその解説等を参照し、
趣旨・内容を受け止めた授業をしようと努めるがそれ
を評価にまで結びつけていくことやその結果を授業改
善に生かそうというところまでなかなか行き着かない
傾向が見られる（注７）。評価に関する諸資料が提示され
ているにもかかわらず意外と参照されていない様子も
見られる。日常の多忙感がそうさせているとも推察さ
れる。
　たとえば、既述の「小学校・中学校・高等学校及び
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特別支援学校等における児童生徒の学習評価及び指導
要録の改善について（通知）」、これに先立つ「児童生
徒の学習評価の在り方（報告）」、さらにこの報告の前
段となった「学習指導と学習評価に対する意識調査報
告書」など、学習評価の改善につながる一連の資料が
ある。また、国立教育政策研究所が発行している「評
価規準作成のための参考資料」（平成22年11月）、「評価
方法等の工夫改善のための参考資料」（平成23年３月）
も評価を具体化するうえで必携すべきものである。
　加えて、群馬県県教育委員会でも「これからの学習
評価について」（平成22年８月）を作成している。
　しかし、最終的には各学校が評価規準を設定しなけ
ればならないのであり、各学校、教師一人一人がこれ
らの諸資料を十分に参照した上で、主体的な取り組み
をすることが重要である。
Ⅴ．真正の評価による授業の改善・充実をめざして
　Ⅰで提起された真正の評価をめざした授業を考え実
践することは、指導と評価の一体化を図るうえで大切
なことと思う。しかし、そう簡単なことではない。日
頃行っている授業を真正の評価という視点から見直
し、改善・充実に努めるという方が、取り組みやすく
現実的かも知れない。
　ところで、現場の教師は、学習指導要領の目標・内
容を踏まえ、教科書を使用して授業を進めている。上
述したように、評価についても学習指導要領と表裏一
体となった形でその在り方が示されている。教師が指
導し評価する際に、学習指導要領に示された目標や学
習内容が児童生徒の身に付いているかどうか、より妥
当性・信頼性のある適切な評価に心がけなければなら
ない。
　日頃取り組んでいる授業を真正の評価という視点を
もって改善・充実させる一つの手立てとして、テスト
問題・結果の活用があげられる。
１．テスト問題・結果の活用
　テストは、児童生徒の学習状況を知るとともに、教
師の授業を評価するものの一つでもある。平成19年度
以来、毎年、実施されてきた全国学力・学習状況調査
は真正の評価を考える際のヒントを投げかけている。
テスト結果の数値や成績の順位に関心が向きがちであ
るが、結果を踏まえて授業の改善・充実にあたること
こそが重要である。このテスト問題では、学習指導要
領で求める学力に対しての実状を問うている。周知の
ようにＡ問題・Ｂ問題の大きく２つの区分で実施され
ているが、Ａ問題が「主として『知識』に関する問題」
であるのに対して、Ｂ問題は「主として『活用』に関
する問題」としている（注８）。Ｂ問題において、正答率
が低いことが話題になっている。
①国語　学級会における話し合い活動
　平成21年度の小学校国語Ｂ問題２に「川口さんの学
級では、家族の一員としてできることを考えるために、
家族での過ごし方について調べました。次は、川口さ
んのグループが集めた資料をもとにした話し合いの様
子の一部です。よく読んであとの問いに答えましょ
う。」という問題がある（注９）。
　この「話し合いの一部」には司会・川口・松山・村
田の発言が記され、あなたの発表として空欄の□があ
り、後の設問で解答者もこの話し合いに加わって自分
の考えを述べることになる。司会は資料をもとにして、
「家の中のそうじや整とん」について話し合うことを
述べ、資料を見て分かったことや考えたことの発表を
求めている。資料とは「家の中のそうじや整とんをす
る小学校六年生の割合」という統計資料である。
　設問１は、話し合いの中で出された川口・松山・村
田の３名の意見を二つの立場、すなわち、「そうじや整
とんによく取り組んでいる」とするＡと「そうじや整
とんにあまり取り組んでいない」とするＢとに分ける。
　設問２は、「あなたは、……」と問いかけ解答者に二
つの意見のうちＡの立場からの発表を求めるととも
に、２つの条件を付している。条件とは、①資料中の
統計は平成16年度・平成17年度の２年分が掲げられて
いるが平成17年分を取り上げること、②六十字以上八
十字以内にまとめて書くことである。
　この問題の趣旨は学習指導要領第五学年及び第六学
年のＡ「話すこと・聞くこと」で示された「互いの立
場や意図をはっきりさせながら、計画的に話し合うこ
と。」ができるかどうかを見るのがねらいという。
設問１では「話し手の立場や意図をとらえて聞くこと」
設問２では「自分の立場や意図をはっきりさせながら
話し合う」ことができるかどうかが問われている。
　これは、五年及び六年の目標として掲げられている
「目的や意図に応じ、考えたことや伝えたいことなど
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について、的確に話す能力、相手の意図をつかみなが
ら聞く能力、計画的に話し合う能力を身に付けさせる
とともに、……」に照らした達成状況を見ようとする
ものといえよう。
　この問題の正答率は設問１が75.6％、設問２が
25.9％であったとされている。このような問題をヒン
トに授業の在り方を改善していこうとすることが大切
と考える。「話す」「聞く」「話し合う」という活動を低
学年の段階から組織的・計画的に進めていく必要があ
るだろう。
　上で見てきたように、この問題の場面設定でも二つ
の意見があることを明確にして話し合いを進めてい
る。日常の授業の中で、さまざまな立場の意見がある
ことをとらえる力を培う必要があるだろう。ある議題
に賛成と反対の立場がある場合に、自分がいずれかの
立場に立った時、賛成の立場から考えたり、反対の立
場から考えたりするなど両者の立場についての理解・
認識を深める段階が大切である。そのうえで最終的に
自分の立場や意見をまとめていく。そうした実際的な
経験を積む場を授業の中で意図的に設定することが必
要である。もう一つ、この問題では資料で示された数
値をもとにした話し合いをしている。単なる思いつき
や感覚で意見を述べているのではなく、統計表を根拠
にして自分の意見を述べている。話し合う議題に応じ
て必要な図表やグラフなどの資料を集め用意して根拠
にもとづいた話し合いが求められている。これも日頃
の授業の中でそのような実体験がなければ容易には身
に付かないであろう（注10）。
　この問題でもう一つ着目したいのは「自分の考えの
形成」という点である。Ｂ問題では「自分の考え」を
所定の字数で記述することが求められるケースが多
い。自分の意見や考えがもてるということはたいへん
重要なことであり、これも段階を追ってそうした力を
はぐくむように授業の中で計画的に取り組んでいくこ
とが必要である。
②算数　平行四辺形の面積
　平成19年度の小学校算数Ｂ問題５の平行四辺形の
面積の問題は、その後さまざまな書物等でも取り上げ
られて広く知られるところとなった。
　とくに、（３）「ひろしさんの家の近くに東公園があ
ります。東公園と中央公園の面積では、どちらの方が
広いですか。答えを書きましょう。また、そのわけを
言葉や式を使って書きましょう。」は正答率が18.2％
と低いものであったという（注11）。
　この問題では、ひろしさんの家の近くの様子が地図
で示され、その中に二つの公園、すなわち、東公園と
中央公園が図示されている。道路と道路が「平行」や
「垂直」になっている等の説明がなされているととも
に、道路と道路の間の距離が図中に数値として６箇所
記入されている。
　まず、このような図や条件文・数値等から２つの公
園がそれぞれ長方形と平行四辺形であることを読み取
らなければならない。そのうえで、両者の面積を出す
のに必要な数値を見つけ出して計算し、その結果を比
べて広い方を答える。問題を解くのに必要のない情報
も入っており、しかも、平行四辺形の中央公園は斜辺
にあたる数値が公園に近い場所に表示されているの
で、これに惑わされて誤答してしまったケースが多い。
図中の「高さ」にあたる数値を見つけて正しく計算し
なければならない。ここがひとつのポイントで、公式
を機械的に暗記しているだけの浅い理解ではなく、深
い意味理解がなされているかが問われている（注12）。
　もう一方の長方形の東公園についても必要な数値を
見つけて面積を求め、どちらが広いかを判断する。問
いでは判断した「わけを言葉や式で説明すること」も
求めている。これは、「思考・判断・表現」という新し
い観点の考え方が明確にわかる問いかけでもある。
　したがって、平行四辺形についての授業の段階にお
いて、意味理解を深める課題設定や問いかけをして、
「思考・判断・表現」する力をはたらかせる場をつくっ
ていくことが大切であると思う。まさに、こうしたテ
スト問題から授業の中でおさえなければならないポイ
ントが浮かびあがってくる。その一つが平行四辺形の
「高さ」のとらえ方であり、ここに指導上の弱さがあ
ると見た場合には強化策を打ち出しているケースもあ
る。調査結果が良好とされた秋田県においても「高さ」
の指導に力を注ぐ必要があるとして指導資料を作成し
て周知している（注13）。
　また、学習指導要領では、第五学年で平行四辺形の
面積の求め方を学習することになっているが、その際、
算数的活動として「具体物を用いたり、言葉、数、式、
図を用いたりして考え、説明する活動」を求めてい
る（注14）。
　この問題は、まさに学習指導要領で求めている学習
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内容が身に付いているかどうかを評価している。こう
した「Ｂ問題こそ、『真正の評価』論に基づく『パフォー
マンス評価』の一例といえます。」（注15）という考え方も
傾聴に値する。
　全国学力学習状況調査のように、学習指導要領の目
標や内容等との関係を精査して作成された評価問題は
児童生徒の解答をしっかり分析してみることが大切と
思う。そして、授業そのものが学習指導要領の目標や
内容を十分踏まえた適切なものになっているかどうか
を教師自身が振り返ることで指導に生かすべきものと
考える。
　そうした点で、国の機関の発行物ばかりでなく県や
市町村教育委員会で作成している授業改善の手引きな
ども関連させてみると有機的なつながりをもってとら
えることができる。ちなみに、前橋市が作成した資料
の一例をあげると、「４年間の全国学力・学習状況調査
の問題を改めて見直すと、児童生徒に身に付けさせた
い力が見えてきます。」（注16）とある。こうした冊子を参
照しながら学習指導上のポイントを改めて確認すると
ともに単元計画や年間指導計画等にも反映させる必要
があるだろう。
　実践の場において、全国学力・学習状況調査という
ひとつの学習評価を授業改善に生かすことは、Ⅰの１
で論じられているエバリュエーションとアセスメント
の関係を具体的にしたものともいえよう。
２．パフォーマンス評価
　上述の算数や国語のＢ問題のように「思考力・判断
力・表現力」を評価しようとするとパフォーマンス評
価とされる方法を考える傾向が強まっている（注17）。パ
フォーマンス評価というと完成作品や口頭発表・実技
等を思い浮かべるが、先ほどの学級会の場面で自分の
意見を一定の条件のもと、所定の字数で述べることや
四角形の面積の比較で広いと判断したわけを言葉や式
で述べることも完成作品の一つともいえよう。その際、
児童の解答を予め予測し評価規準を設定しておかなけ
ればならない。３段階なら「おおむね満足」「十分満足」
「不十分」ということになるであろう。点数化する場
合もあろうが、いわば、ルーブリックの作成である。
　Ｂ問題のような真正の評価を意識しながら授業改善
を進めていくとパフォーマンス評価を取り入れる場面
が増えていくと思われるが併せてルーブリックづくり
も行わざるを得なくなる。
　一方で学校現場の毎日は授業の充実に力を注いでい
るのはもちろんであるがその他の多様な業務もあり忙
殺されているのが現実である。限られた時間の中で必
要なことに時間をかけながらも効率よく進めて行かな
ければならない。授業改善が効果をあげるためにもパ
フォーマンス評価やルーブリックも過度な負担がない
ようにしていく工夫が必要と考える。作品や口頭・実
演という方法もあるが、全国学力調査のようにテスト
問題で評価することも一方法である。
３．妥当性・信頼性の向上に向けて
　学校や教師は児童生徒の学習評価を実施しているが
その妥当性・信頼性を高めることが求められている。
このことは、実際に行われている学習評価の妥当性・
信頼性が十分でない面があるのではないかということ
の裏返しでもある。まずは、妥当性を確保することが
大切であろう。そのためには、①「評価結果と評価し
ようとした目標の間に関連性があること」②「評価方
法が評価の対象である資質や能力を適切に把握するも
のとしてふさわしいものであること」が必要とされて
いる（注18）。学習の目標・内容と評価の対象を明確にす
るとともに、評価規準を設定し、適切な評価方法を選
択する。さらに、学習評価をもとに授業の改善・充実
に努めることが求められている。授業研究・校内研修
等を通して教師の授業力を高めることこそが重要であ
り、妥当性・信頼性の向上につながるであろう。
　上述Ⅱの２で「クレバーハンスの馬」、Ⅱの３で「ピ
グマリオン効果、ハロー効果」について述べられてい
る。
　学校現場ではこれら指摘される状況が起きている場
合があるかもしれない。たとえば、授業の中での発問
と応答の関係が知らずのうちに誘導的になりながら進
行している場合などである。教師自身がそのような事
例があるということを踏まえて指導に当たることが必
要だろう。授業で発問を考える際に、児童生徒の反応・
解答を予測し、クレバーハンスの馬のように教師の顔
色を見て反応したものならないようにすることも考え
なければならない。また、実際の児童生徒の反応にも
そうした要素が加味されることもあるかもしれないの
で、その場合には適切な問い返しができる力量を培い
たいものである。
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　ところで、教師からの言葉かけがピグマリオン効果
をおこし、児童生徒の力が結果的に大きく伸びたとい
うことであればプラスの効果といえよう。
　一方で、児童生徒の一面的な評価を他の側面に及ぼ
して適用して評価するなどはマイナスのハロー効果で
あり、妥当性を欠いた評価ということになる。
　学校現場では、日々いろいろな現象が起きている。
自分たちの教育活動の背景にある教育理論や、国・県・
市町村などの施策も承知したうえで、冷静な目で振り
返り、客観的に判断・対処できることが学習評価の妥
当性・信頼性の向上にもつながると考える。
［注］
（注１）文部科学省『学習指導要領　総則』平成20年３月「第４　
指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項」
（注２）田中耕治編『よくわかる教育評価』2005年ミネルヴァ書
房　Ⅸ指導要録138～149頁（樋口太郎）特に、表30「戦
後児童指導要録の特徴」において、戦後の学習評価の変
遷がコンパクトにまとめられている。
（注３）中央教育審議会『幼稚園、小学校、中学校、高等学校及
び特別支援学校の学習指導要領の改善について（答申）』
平成20年１月22～23頁
（注４）学校教育法第30条第２項　及び　文部科学省　『学習指
導要領　総則』平成20年３月
（注５）ちなみに、群馬県教育委員会では、平成22年度教育行政
方針の中で「基礎・基本の確実な習得のために」を標題
に掲げるとともに、学力の諸要素の関係を図示してい
る。
（注６）観点別評価の重要性について北尾倫彦・金子守編『観点
別評価ハンドブック　中学校編』2003年６月　図書文
化社　「第一に、学習の成果を全体的にとらえる必要が
あるといえる。（中略）第二に、自ら学び自ら考える力を
育成しようとするという学校教育を実現するためには、
意欲や思考力などを重視した評価を行う必要がある。
（中略）第三には、学習のプロセスを重視し、指導と評価
の一体化を図るためには観点別評価が重視される必要
がある。」８～９頁
（注７）中央教審議会初等中等教育分科会教育課程部会　『児童
生徒の学習評価の在り方（報告）』平成22年３月の中にお
いても「現在の学習評価については、負担感や授業改善
に関して課題があると考えられる。」と指摘されている。
（注８）『全国学力学力学習状況調査　解説資料』（国立教育政策
研究所）による。Ａ問題は「①身につけておかなければ
後の学年等の学習内容に影響を及ぼす内容②実生活に
おいて不可欠であり、常に活用できることになっている
ことが望ましい知識・技能」としている。Ｂ問題は①知
識・技能等を実生活の様々な場面に活用する力②様々な
課題解決のための構想を立て、実践し評価・改善する力
にかかわる内容」としている。
（注９）国立教育政策研究所教育課程研究センタ 『ー平成21年度
全国学力・学習状況調査　解説資料　小学校　国語』平
成19年５月
（注10）この問題をもとにした授業改善の提案として国立教育政
策研究所『全国学力学習状況調査小学校の結果を踏まえ
た授業アイディア例』平成21年８月がある。３頁
　　　 http://www.nier.go.jp/09jugyourei/21_shou_jugyou_
idea_houkoku.pdf
（注11）国立教育政策研究所教育課程研究センタ 『ー平成19年度
全国学力・学習状況調査　解説資料　小学校　算数』平
成19年５月
（注12）田中耕治「学力調査に見る日本の子どもの特徴と弱点―
算数学力に焦点を当てて」『児童心理』2009年２月NO.
890　金子書房　20～21頁
（注13）秋田県教育委員会『全国学力・学習状況調査算数・数学
（小６・中３）授業改善に向けて』による。全国の正答率
を上回っていたものの課題が見られるとして、各学校に
対し「評価問題として、情報過多の問題や高さを確認す
る問題を出題し、定着を図るなど」の提言を行い、「即、
その後の授業から実践」と述べている。
（注14）文部科学省『小学校学習指導要領解説　算数編』平成20
年８月　東洋館出版社　149～151頁において指導のポ
イントを詳述している。
（注15）田中耕治『新しい「評価のあり方」を拓く―「目標に準
拠した評価」のこれまでとこれから―』2010年11月日本
標準ブックレットNO.12　40頁
（注16）前橋市教育委員会『全国学力・学習状況調査に算数・数
学科で身に付けさせたい力』平成22年作成。４年間の全
国調査問題を児童生徒に身に付けさせたい視点で整理
して学習指導のポイントを示している。
（注17）中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会『児童
生徒の学習評価の在り方について（報告）』平成22年３月
24日の中で「評価規準や評価方法については、近年諸外
国においても様々な研究や取組が行われており、例え
ば、『思考・判断・表現』に関する評価規準としては、学
年等ごとに細分化したものを定めるではなく……」とい
う説明のうち、研究や取組の例として注釈で、パフォー
マンス評価について、次のように述べている点が注目さ
れる。「思考力・判断力・表現力等を評価するに当たって、
『パフォーマンス評価』に取り組んでいる例も見られる。
パフォーマンス評価とは……」
（注18）中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会『児童
生徒の学習評価の在り方について（報告）』平成22年３月
24日の中で、「学習評価の『妥当性』は評価結果が評価の
対象である資質や能力を適切に反映しているものであ
ることを示す概念として用いている。」としている。「学
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校や教師は、評価の実施者として、個々の児童生徒の学
習評価に関する妥当性・信頼性を高め説明責任を果たす
とともに……」とか、「目標に準拠した評価の妥当性、信
頼性等を確保していくためには、学校おける組織的な取
組の充実や保護者の理解の促進を更に図っていくこと
が重要である。」など、妥当性・信頼性に関する記載が見
られる。
（やまぐち　あきひろ・いしかわ　かつひろ）
　　　 工藤文三「これからの学習評価の考え方と評価方法の工
夫改善」『初等教育資料』平成23年１月号　NO.869　東
洋館出版社
（以上、ⅣからⅤ　石川克博　担当）
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